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        概要・法的根拠（事務事業編） 

 

地方公共団体実行計画(事務事業編)の概要  

地方公共団体実行計画（事務事業編）は、地球温暖化対策計画に即して、

地方公共団体の事務事業に伴う温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸

収作用の保全及び強化のための措置に関する計画であって、計画期間に

達成すべき目標を設定し、その目標を達成するために実施する措置の内

容等を定めるものです。 

 

地方公共団体実行計画(事務事業編)の策定に係る法的根拠  

根拠法：地球温暖化対策の推進に関する法律 

（地方公共団体実行計画等） 

第 21 条 

都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即し

て、当該都道府県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出

の量の削減等のための措置に関する計画（以下「地方公共団体実行計画」

という。）を策定するものとする。 

２ 地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定めるものとす

る。 

一 計画期間 

二 地方公共団体実行計画の目標 

三 実施しようとする措置の内容 

四 その他地方公共団体実行計画の実施に関し必要な事項 

 

https://laws.e-gov.go.jp/law/410AC0000000117/20250401_506AC0000000056

